




























































約 20 ヶ月後と遅い。これは、大規模統計の集計結果の公表が通常約 1 年かかること、国民





























年度 基本勘定 生産・分配・支出 環境経済統合勘定 県民勘定行列 観光GDP等
2000 2000年基準 接続指数による 統計課 確報 2000年基準 2000年基準
2001 2005年基準 確報 － 確報 確報
2002 確報 － 確報 確報
2003 確報 確報 確報 確報
2004 確報 － 確報 確報
2005 確報 － 確報 確報
2006 確報 － 確報 確報
2007 確報 － 確報 確報
2008 確報 － 確報 確報
2009 確報 － 確報 確報
2010 確報 － 確報 確報
2011 － 四半期速報 統計課 － － 確報
2012 － 四半期速報 統計課 － － 速報
2013 － 速報試算 兵庫県立大学 － － －
2020 － 生産関数試算 神戸大学 － － －
2030 － 生産関数試算 神戸大学 － － －


































当たり県民雇用者報酬（2010 年度 407 万 9 千円）、１人当たり県民可処分所得（同 338 万 9


















項目／年度　 2001 2005 2010 2011 2012
第１次産業 1,143 1,026 1,012 946 947
　うち農業 806 739 763 733 735
第２次産業 59,467 57,049 48,486 47,530 44,591
　うち製造業 46,015 46,460 46,621 40,696 37,257
　基礎素材型 14,558 15,687 12,590 12,188 10,776
　加工組立型 17,809 18,188 17,722 18,408 16,212
　生活関連その他型 13,648 12,699 10,274 10,099 10,269
　うち建設業 12,026 9,999 7,781 6,703 7,233
第３次産業 135,801 132,598 133,293 127,890 130,974
　うち卸売・小売業 22,484 20,115 18,798 18,247 18,361
　うちサービス業 36,973 33,723 36,690 35,528 38,288
　公共ｻｰﾋﾞｽ業 9,834 10,967 13,016 12,719 14,268
　対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 12,669 9,833 10,908 10,460 10,714
　対個人ｻｰﾋﾞｽ業 14,469 12,923 12,766 12,349 13,305
輸入品に課される税・関税等 425 779 671 648 649
名目県内総生産 196,837 191,450 183,462 177,014 177,160
構成比（％）
第１次産業 0.6 0.5 0.6 0.5 0.5
第２次産業 30.2 29.8 26.4 26.9 25.2
第３次産業 69.0 69.3 72.7 72.2 73.9
合計（輸入税等を含む） 99.8 99.6 99.6 99.6 99.6
水準
製造業(01年度=100)
　基礎素材型 100.0 107.8 86.5 83.7 74.0
　加工組立型 100.0 102.1 99.5 103.4 91.0
　生活関連その他型 100.0 93.0 75.3 74.0 75.2
サービス業(01年度=100)
　公共ｻｰﾋﾞｽ業 100.0 111.5 132.4 129.3 145.1
　対事業所ｻｰﾋﾞｽ業 100.0 77.6 86.1 82.6 84.6





下したが、労働分配率（2001 年度 68.4％→2010 年度 70.7％）は上昇した。（表４） 
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表４　県民所得（分配）の推移 （単位：億円）
項目／年度 2001 2005 2010 2011 2012
県民雇用者報酬 113,268 107,057 106,207 108,010 106,648
財産所得 8,210 10,191 8,841 － －
企業所得 44,168 45,758 35,112 － －
県民所得（分配） 165,645 163,007 150,161 － －
その他の経常移転(純) 20,668 22,130 24,615 － －
県民可処分所得 202,614 201,505 189,392 － －
構成比（％）
県民雇用者報酬 68.4 65.7 70.7 － －
財産所得 5.0 6.3 5.9 － －
企業所得 26.7 28.1 23.4 － －
県民所得（分配） 100.0 100.0 100.0 － －
その他の経常移転(純) 12.5 13.6 16.4 － －
県民可処分所得 122.3 123.6 126.1 － －
水準(01年度=100)
県民雇用者報酬 100.0 94.5 93.8 95.4 94.2
財産所得 100.0 124.1 107.7 － －
企業所得 100.0 103.6 79.5 － －
県民所得（分配） 100.0 98.4 90.7 － －
その他の経常移転(純) 100.0 107.1 119.1 － －












項目 兵庫県民所得 雇用者報酬 財産所得 企業所得 県民可処分所得
（千円） 順位 （千円） 順位 （千円） 順位 （千円） 順位 （千円） 順位
2001年度 2,973 11 2,033 15 147 22 793 12 371 3,636 7
2002年度 2,924 14 2,009 14 129 24 787 17 426 3,639 7
2003年度 2,890 16 1,993 12 118 24 779 24 440 3,600 9
2004年度 2,908 17 1,936 17 132 21 840 20 429 3,614 10
2005年度 2,916 17 1,915 17 182 15 818 18 396 3,604 10
2006年度 2,987 14 1,966 15 226 10 795 23 361 3,637 8
2007年度 2,951 17 1,991 13 220 10 740 31 338 3,577 13
2008年度 2,807 14 1,970 12 180 11 657 25 315 3,411 13
2009年度 2,654 19 1,922 10 176 8 556 38 412 3,326 17
























A=B+E B=C+D C D E
2002年度 ▲ 1.6 ▲ 1.6 ▲ 1.9 0.3 ▲ 0.1 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ景気
2003年度 ▲ 1.2 ▲ 1.2 ▲ 0.7 ▲ 0.5 ▲ 0.2  
2004年度 0.6 0.6 0.7 ▲ 0.1 ▲ 0.1  
2005年度 0.3 0.3 ▲ 1.3 1.6 0.0
2006年度 2.4 2.4 2.2 0.2 ▲ 0.03
2007年度 ▲ 1.2 ▲ 1.2 ▲ 1.6 1.6 ▲ 0.01
2008年度 ▲ 4.9 ▲ 4.9 ▲ 3.5 ▲ 1.4 0.0 金融危機
2009年度 ▲ 5.5 ▲ 5.5 ▲ 5.9 0.4 0.0












   
表７　実質(2005年固定基準年方式）
項目／年度　 2001 2005 2010 2011 2012
民間最終消費支出 103,180 107,064 114,701 116,124 114,785
政府最終消費支出 32,653 34,340 35,933 36,630 37,019
民間固定資本形成 32,723 33,474 36,231 37,287 39,755
公的固定資本形成 12,571 8,940 7,048 6,266 7,320
純移出入(移出－移入） ▲ 3,601 361 ▲ 501 ▲ 5,827 ▲ 7,863
統計上の不突合 12,635 11,227 10,752 10,273 10,292
県内総生産(支出側) 190,161 195,407 204,163 200,752 201,308
デフレーター(2005年基準） 103.6 97.4 89.3 88.2 88.0
構成比（％）
民間最終消費支出 54.3 54.8 56.2 57.8 57.0
政府最終消費支出 17.2 17.6 17.6 18.2 18.4
民間固定資本形成 17.2 17.1 17.7 18.6 19.7
公的固定資本形成 6.6 4.6 3.5 3.1 3.6
純移出入(移出－移入） ▲ 1.9 0.2 ▲ 0.2 ▲ 2.9 ▲ 3.9
統計上の不突合 6.6 5.7 5.3 5.1 5.1















内閣府から国民経済計算 2005 年基準改定値が 2011 年 12 月に公表された。この改定の
目的は 1993 年ＳＮＡの完全移行であった。たとえば、金融機関の帰属利子からＦＩＳＩＭ
（間接的に計測される金融仲介サービス）に移行し、自社内ソフトウェア推計で、現在、
公表されている最新の統計基準である 2008 年ＳＮＡは 2005 年基準改定では取り込まれて
いない。2000 年基準改定では 10 次（1993 年 10 月改定）産業分類が使用されたが、2005
年基準改定では 11 次（2002 年 3 月改定)及び 12 次（2007 年 11 月改定）産業分類を使用す
 47
る。たとえば、新聞・出版は、製造業から情報通信業に格付変更された。 
また、2016 年度に内閣府が導入を検討している 2008 年ＳＮＡは、1993 年ＳＮＡの一次





































































































































「公的統計の整備に関する基本的な計画」（2009 年 3 月 13 日閣議決定）では、「国民経
済計算については、推計の枠組みとなる国際基準に準拠」することが定められ、「国際基準
への準拠のうち、速やかな対応が必要なものとして、①自社開発ソフトウェアの取扱い、


















相互の比較など利用分析面からの諸要請にこたえるため、国民経済計算が 2011 年 12 月に
金融仲介サービスに関する概念変更（ＦＩＳＩＭの導入）、資産推計の充実・改善（固定資








































































































































































































① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
169,724 138,636 41,892 146,321 496,573
















































































































































1993 年 SNA で導入された生産境界の範囲を広く設定した勘定で、研究会で試算した。 
環境サテライト勘定は、環境と経済の相互関係を体系的に把握するための統計表（推計































経  済  領  域 環境領域












































































































































のうち生産活動分（1995 年度／1990 年度、2000 年度／1995 年度）、民間最終消費分（2000
年度／1995 年度）、1990 年度比ではＣＯＤ総排出量、総リン排出量である。 
これとは逆に環境非効率が中規模の非改善を示した項目は、対前期比では温室効果ガス
排出量計（廃棄物処理活動分 2000 年度／1995 年度）、1990 年度比では温室効果ガス排出量
計（民間最終消費分 2000 年度／1990 年度、2003 年度／1990 年度）である。（表 10） 
表10　環境効率改善指標の推移 (単位：％）
兵庫県 全国 兵庫県 全国 兵庫県 全国 兵庫県 全国 兵庫県 全国
温室効果ガスCO2等排出量計 16.58 1.25 ▲ 17.10 0.87 ▲ 1.75 ▲ 3.04 2.31 2.11 0.60 ▲ 0.87
　生産活動分 17.17 ▲ 3.02 ▲ 19.12 2.48 ▲ 1.46 ▲ 5.44 1.33 ▲ 0.47 ▲ 0.11 ▲ 5.94
　民間最終消費分 ▲ 18.15 0.85 ▲ 14.50 ▲ 5.93 5.44 2.65 ▲ 35.28 ▲ 5.04 ▲ 27.91 ▲ 2.25
　廃棄物処理活動分 ▲ 21.90 ▲ 7.50 ▲ 26.14 ▲ 5.70 7.77 ▲ 7.21 ▲ 53.76 ▲ 13.63 ▲ 41.81 ▲ 21.82
窒素酸化物Nox総排出量 21.29 7.50 ▲ 5.95 4.89 ▲ 8.82 0.24 16.60 12.03 9.25 12.24
硫黄酸化物Sox総排出量 29.37 17.00 ▲ 0.56 9.74 ▲ 11.91 ▲ 2.59 28.98 25.09 20.53 23.15
化学的酸素要求量COD総排出量 32.69 22.99 5.59 11.90 19.96 6.92 36.45 32.16 49.14 36.85
総リンT-P総排出量 23.14 17.24 ▲ 1.20 23.74 34.95 13.73 22.22 36.88 49.40 45.55
総窒素T-N総排出量 16.08 11.86 7.85 5.04 19.55 ▲ 0.78 22.67 16.30 37.79 15.65
最終処分量計 28.65 30.86 24.56 33.60 27.56 28.13 46.18 54.09 61.01 67.00
　生産活動分 30.52 27.78 23.75 35.72 27.98 30.23 47.02 53.58 61.84 67.61






















































































































表 11 観光消費額推計項目及び推計方法 
























2011 年度観光消費額（名目）（直接効果）は 1 兆 274 億円で、名目兵庫県内観光ＧＤ
Ｐは 5,770 億円で前年度比 2.2％減、名目ＧＤＰ比 3.2％である。 
2011 年度実質兵庫県内観光ＧＤＰ(2000 年固定基準)は、6,078 億円で前年度比 2.1％
減増である。2011 年度名目観光ＧＤＰを項目別に構成比を見ると飲食費その他 1,868




項目 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
県内観光消費額（名目） 10,307 10,705 10,822 10,834 10,279 10,497 10,274
　うち旅行中観光消費額（名目） 8,859 9,098 9,194 9,205 8,726 8,910 8,719
対前年度比（％） ▲ 2.8 3.9 1.1 0.1 ▲ 5.1 2.1 ▲ 2.1
県内観光消費総生産（名目） 5,750 6,004 6,054 5,957 5,758 5,899 5,770
1 旅行会社収入 4 4 5 4 4 4 4
2 交通費 1,756 1,776 1,780 1,693 1,576 1,802 1,776
3 宿泊費 331 354 418 390 421 423 438
4 宿泊費（寮保養所差額帰属計算） 8 13 12 12 8 8 8
5 飲食費その他 1,957 2,047 2,039 2,058 2,009 1,938 1,868
6 買物代（商業ﾏｰｼﾞﾝ額） 902 928 906 922 896 858 827
7 旅行前後消費額 791 881 895 878 844 866 848
対前年度比（％） ▲ 4.3 4.4 0.8 ▲ 1.6 ▲ 3.3 2.5 ▲ 2.2
県内総生産（名目） 190,493 195,407 192,565 190,301 178,259 184,729 181,521
対前年度比（％） 0.3 2.6 ▲ 1.5 ▲ 1.2 ▲ 6.3 3.6 ▲ 1.7
県内総生産比（％） 3.0 3.1 3.1 3.1 3.3 3.2 3.2
観光消費総生産（実質：H12年固定基準） 5,983 6,248 6,293 6,186 6,055 6,211 6,078
対前年度比（％） ▲ 3.5 4.4 0.7 ▲ 1.7 ▲ 2.1 2.6 ▲ 2.1
民間最終消費支出ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ 96.1 96.1 96.2 96.3 95.1 95.0 94.9
県内総生産（実質） 208,622 215,312 213,833 213,405 200,796 211,859 212,241
対前年度比（％） 0.3 2.6 ▲ 1.5 ▲ 1.2 ▲ 6.3 3.6 ▲ 1.7

























表 13 観光統計の活用分野例 
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（注） 
(注 1)兵庫県（統計）ＵＲＬ参照 
http://web.pref.hyogo.lg.jp/stat/index.html 
(注 2)兵庫県立大学政策科学研究所ＵＲＬ参照 
http://www.ips.u-hyogo.ac.jp/project/20130710.html 
(注 3)県民経済計算分析ワークシートＵＲＬ参照 
http://web.pref.hyogo.lg.jp/ac08/ac08_2_000000052.html 
(注 4)産業連関表分析ワークシートＵＲＬ参照 
http://web.pref.hyogo.lg.jp/ac08/ac08_2_000000016.html 
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